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第１章 はじめに 

（１）本ガイドラインの目的 

地上基幹放送については、令和７年４⽉に成⽴した電波法及び放送法の⼀部を改正
する法律（令和７年法律第２７号）により、中継局を廃⽌する際の受信者保護規律が
導⼊された。具体的には、中継局をやむを得ず廃⽌する際には、受信者の視聴環境を
維持するための措置を実施する努⼒義務が導⼊されるとともに当該措置を実施する
際の公表義務が設けられた。（令和７年１０⽉１⽇施⾏） 

本ガイドラインは、これら受信者保護規律及びその下位法令の規定の内容を解説す
るとともに、これらの規定に関連して、地上基幹放送事業者の責務として、地上基幹
放送事業者が基本的に遵守すべき事項及び⾃主的に取ることが望ましいと考えられ
る対応について解説する。すなわち法令等の規定の基本的な遵守⽅法についての解説
であり、地上基幹放送事業者による誠実な履⾏が求められるものである。本ガイドラ
インは、地上基幹放送の中継局を廃⽌する際の受信者保護規律について、望ましい取
組の明確化を図ることで、受信者の利益の保護を確保するとともに、地上基幹放送の
あまねく努⼒義務が実質的に維持・確保されることを⽬的としている。 
 なお、今後も地上基幹放送を取り巻く環境の変化や新たなサービスの登場、関連す
る法規が変更されていく可能性がある。受信者保護規律についても、そのような状況
を反映したものとする必要があることから、本ガイドラインについても、適時適切に
⾒直しを⾏っていく予定である。 

 

（２）主な関係法令 

①放送法（昭和２５年法律第１３２号） 本ガイドラインでは、電波法及び放送法
の⼀部を改正する法律（令和７年法律第２７号）による改正後の放送法を「法」
⼜は「本法」と略す。 

②放送法施⾏規則（昭和２５年電波監理委員会規則第１０号） 本ガイドラインで
は、電波法及び放送法の⼀部を改正する法律（令和７年法律第２７号）を踏まえ
た放送法施⾏規則を「施⾏規則」と略す。 

③電波法（昭和２５年法律第１３１号） 本ガイドラインでは、「電波法」とする。 

 

（３）対象事業者 

本規律の対象となるのは、地上基幹放送であり、すなわち、現⾏においては、地上
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テレビジョン放送、地上ラジオ放送が対象となる。 

実施主体は、視聴継続措置の実施（法第９２条第２項、第２章で記述）については、
特定地上基幹放送事業者及び基幹放送局提供事業者、すなわち、地上基幹放送のハー
ド事業者がその対象となり、視聴継続措置の実施内容の公表（法第１１０条の２第２
項、第３章で記述）については、地上基幹放送の業務を⾏う基幹放送事業者、すなわ
ち、地上基幹放送のソフト事業者（特定地上基幹放送事業者及び認定基幹放送事業者）
がその対象となる。以下では、説明の煩雑を防ぐため、いずれも単に「地上基幹放送
事業者」と表記する。 
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第２章 視聴継続措置の実施（法第９２条第２項関係） 

（１）制度趣旨 

地上基幹放送の中継局は、これまで、基幹放送の⾯的な普及を確保するため、難視
聴解消の観点から、法第９２条第１項による地上基幹放送事業者の責務として、基幹
放送があまねく受信できるよう、放送対象地域の隅々までに設置されてきたものであ
る。 

しかしながら、地域の⼈⼝の減少や、広告収⼊の減少、放送設備の維持費⽤の⾼騰、
技術的知⾒を有する⼈材の不⾜等、放送を取り巻く環境の変化に伴い、全国各地に設
置してきた中継局の維持・更新が放送事業者の負担となってきている。特に、地上テ
レビジョン放送の⼩規模な中継局については、地上デジタル放送の完全移⾏から約１
５年が経過し、更新期限が到来してきていることから、これまでの放送ネットワーク
をどのように維持し続けていくかが⼀層深刻な課題となっている。 

このような状況下で、単に中継局が廃⽌された場合、その中継局から基幹放送を受
信していた受信者は、半強制的に、⼀般放送や配信といった他のサービスに移⾏する
こととなり、⼤きな不利益を被るほか、最悪の場合、放送番組を視聴できなくなるこ
とで、⽇常⽣活や社会⽣活を営むために必要な情報を得ることができなくなるおそれ
も⽣じるところである。 

今回の制度は、基幹放送の社会的役割に鑑み、また、これまで地上基幹放送事業者
が果たしてきたあまねく努⼒義務を踏まえ、受信者の利益の保護を図る観点から、地
上基幹放送事業者が、これまで設置してきた中継局をやむを得ず廃⽌する際には、当
該中継局を⽤いた基幹放送を受信することができなくなる地域において、受信者が当
該基幹放送に係る放送番組を引き続き視聴できるようにするための措置を講ずるよ
うに努めるよう、新たな努⼒義務を設けるものである。 

あまねく努⼒義務の補完的な規律として、中継局を廃⽌する際の努⼒義務を設ける
ことにより、放送対象地域における難視聴解消を果たしてきたあまねく努⼒義務が実
質的に維持・確保されることを期待している。 

なお、法第９２条第２項は、前述のとおり地上基幹放送事業者が中継局をやむを得
ず廃⽌する際の規律であるところ、地上基幹放送事業者は、同条第１項に基づき、そ
の基幹放送をあまねく受信できるように努め、その受信を可能とするために設置した
中継局を可能な限り維持する責務は引き続き負うものである。 
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（２）法律条文解説 
〇 放送法 

（基幹放送の受信等に係る事業者の責務） 
第九⼗⼆条 特定地上基幹放送事業者及び基幹放送局提供事業者（電波法の

規定により衛星基幹放送の業務に⽤いられる基幹放送局の免許を受けた者
を除く。次項において同じ。）は、その基幹放送局を⽤いて⾏われる基幹放
送に係る放送対象地域において、当該基幹放送があまねく受信できるよう
に努めるものとする。 

２ 特定地上基幹放送事業者及び基幹放送局提供事業者①は、地域の⼈⼝の著
しい減少その他の理由②により中継地上基幹放送局③をやむを得ず廃⽌する
とき②は、当該中継地上基幹放送局を⽤いた基幹放送を受信することができ
なくなる地域④において、当該基幹放送に係る放送番組を引き続き視聴する
ことができるようにするための措置を講ずる⑤ように努めるものとする⑥。 

①「特定地上基幹放送事業者及び基幹放送局提供事業者」 

法第９２条第２項の規定に基づく放送番組を引き続き視聴できるようにするた
めの措置（以下「視聴継続措置」という。）の努⼒義務の主体については、法第９
２条第１項に基づくあまねく努⼒義務の主体が、「特定地上基幹放送事業者及び基
幹放送局提供事業者」、すなわち地上基幹放送のハード事業者であることを踏まえ
て、同様に、地上基幹放送のハード事業者をその主体としている。 

②「地域の⼈⼝の著しい減少その他の理由により、…やむを得ず廃⽌するとき」 

地上基幹放送事業者においては、法第９２条第１項に基づくあまねく努⼒義務の
趣旨を踏まえて、まずはその中継局を維持すべきものと考えられる。本規定は、当
該責務を原則としつつ、地域の⼈⼝減少等放送を取り巻く環境の変化によって、当
該責務に基づいて設置してきた中継局を地上基幹放送事業者が廃⽌せざるを得な
い場合の受信者保護規律を定めたものであり、その旨を明確化した規定である。 
 なお、「その他の理由」については、広告収⼊の減少、放送設備の維持費⽤の⾼
騰、技術的知⾒を有する⼈材の不⾜といった複合的な理由により、地上基幹放送事
業者にとって、中継局の維持・更新が困難になっている場合が想定される。ただし、
当該理由に該当するような状況であっても、地上基幹放送事業者は、まず令和５年
に成⽴した放送法及び電波法の⼀部を改正する法律（令和５年法律第４０号）によ
って可能となった中継局の共同利⽤により中継局の維持コストの負担軽減を図る
など、前述のとおり法第９２条第１項の趣旨を踏まえて中継局の維持をすることに
努めるべきである。 

③「中継地上基幹放送局」 

基幹放送局のうち、「中継局」を廃⽌する場合に、視聴継続措置の努⼒義務の対
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象となる。 
 この点、基幹放送局のうち、いわゆる「親局」については、当該放送局を廃⽌し
た場合、その地上基幹放送事業者は放送事業者たり得ないことから、本規定の対象
外である。 

④「当該中継地上基幹放送局を⽤いた基幹放送を受信することができなくなる地域」 

視聴継続措置を実施する努⼒義務の対象範囲として、それまであまねく努⼒義務
に基づき設置された中継局が廃⽌されることで、基幹放送を受信することができな
くなる地域を対象としている。 
 この点、まず、地上基幹放送事業者があまねく努⼒義務を負っているのは、その
放送対象地域内であることから、放送対象地域外は視聴継続措置の努⼒義務の対象
範囲としては観念されないものである。次に、本項の「地域」は、放送対象地域を
指すのではなく「中継地上基幹放送局を⽤いた基幹放送を受信することができなく
なる」地域であるため、廃⽌する中継局ごとの放送区域をベースとして、個別に判
断されることになる。この場合、各中継局の放送区域と基幹放送を受信することが
できなくなる地域は必ずしも⼀致しない（すなわち放送区域は基幹放送局の電界強
度を指標として定められるものであるところ、放送区域外であっても、実際には廃
⽌する中継局によって放送番組を視聴している地域は存在し得る。）こともあるの
で、適切に視聴継続措置を実施するためには、必要に応じて中継局を廃⽌する地上
基幹放送事業者は中継局を廃⽌した場合の影響を把握するよう努める必要がある。 

⑤「当該基幹放送に係る放送番組を引き続き視聴することができるようにするため
の措置を講ずる」 

中継局による基幹放送を代替して、その基幹放送の放送番組を視聴できる⼀般放
送や配信サービス（以下「代替的視聴⼿段」という。）を確保し、視聴者に提供す
ることのほか、中継局の廃⽌・代替的視聴⼿段への移⾏に係る住⺠説明や相談体制
を構築すること等、地上基幹放送事業者の責任において講じられる視聴継続措置が
想定される。 

⑥「努めるものとする」 

ケーブルテレビやブロードバンドが全国的に普及し、無線以外の⼿段による放送
番組の伝送が可能となってきていること及び⺠間の地上基幹放送事業者の中継局
の設置は努⼒義務により⾏われてきたことを踏まえ、地上テレビジョン放送や地上
ラジオ放送を視聴していた受信者がそれら放送番組を急に視聴できなくなる事態
が⽣じないようにするため、中継局を廃⽌する際の受信者保護についても、地上基
幹放送事業者の努⼒義務としたものである。  
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（３）視聴継続措置の内容 

視聴継続措置の具体的な内容としては、中継局廃⽌の影響を受ける視聴者に対して、
代替的視聴⼿段を確保し、視聴者に提供することが、まずは想定される。 

また、中継局を廃⽌し、代替的視聴⼿段に移⾏していくに当たっては、適切に視聴
者に周知されるとともに、その理解を得ながら進められることが重要であり、後述す
る公表義務の履⾏と併せて、中継局の廃⽌・代替的視聴⼿段への移⾏に係る住⺠説明
や相談受付体制を構築することが想定される。 

 

（４）代替的視聴手段の内容 

代替的視聴⼿段は、廃⽌する中継局による基幹放送を代替するものとして、同⼀内
容の放送番組を放送する基幹放送を受信可能とすること、⼜は、同⼀内容の放送番組
を視聴可能な⼿段であって、基幹放送に準ずる品質・機能を有し、視聴者にとって受
容可能なものであることが適当である。 

この観点から、現時点においては、例えば、地上テレビジョン放送であれば、 

・中継局を廃⽌した場合でも、アンテナの調整等により親局や近隣の中継局の放送
波を受信可能とするための技術的助⾔等 

・有線⼀般放送（いわゆるケーブルテレビのほかＩＰマルチキャスト⽅式によるも
の）による再放送 

・放送番組に係る放送対象地域内の視聴者の端末まで当該放送番組を同時再送信
する配信（ＩＰユニキャスト⽅式。施⾏規則別表第２１号の６５に規定する「地
域限定同時配信」に該当するもの。） 

が、代替的視聴⼿段として想定される。 

 

（５）望ましい視聴継続措置の実施方法について 

① 中継局廃⽌までの⼗分な期間の確保 

視聴者が中継局廃⽌を理解した上で、代替的視聴⼿段に移⾏するまでには、相当
の期間を要すると想定される。中継局の廃⽌に当たっては、廃⽌まで⼗分な期間を
確保し、視聴継続措置を適切に講ずることが適当である。公表義務に関連して、あ
らかじめ視聴継続措置の内容を公表すべき時期に関しては、施⾏規則で定めており、
次章で解説する。 

② 地⽅⾃治体、住⺠代表者等との合意形成 

中継局を廃⽌し、代替的視聴⼿段に移⾏するに当たっては、その影響を受ける視
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聴者の理解を得ることが重要である。特に地⽅⾃治体や、⾃治会等の住⺠代表に対
しては、事前に説明を⾏い、中継局の廃⽌と視聴継続措置の実施について、あらか
じめ合意を得ることが適当である。 

③ 事前周知・説明、相談窓⼝の設置 

中継局の廃⽌に当たっては、その影響を受ける視聴者に対して、公表義務の履⾏
と併せて、⼗分に事前の周知や説明を⾏うとともに、視聴者からの問合せに対応す
る相談窓⼝を設置することが適当である。 

④ 代替的視聴⼿段の確保、提供 

例えば、地上テレビジョン放送については、以下のとおり。 

地域によっては、廃⽌する中継局以外に親局や近隣の中継局の放送波によって引
き続き同じ放送番組を視聴可能である場合もあり得る。受信状況等の調査を⾏った
上で、そういった地域であることが判明している場合には、引き続き放送波による
視聴を可能とするためのアンテナの調整などの技術的な助⾔や対応等を⾏うこと
が適当である。 
 次に、中継局の廃⽌に伴い、放送波をアンテナにより受信できなくなる場合にあ
っては、地上基幹放送事業者は、その責任において、当該地域における⼀般放送等
のサービス提供状況なども勘案した上で、適切な代替的視聴⼿段を選択・確保し、
視聴者に対して提供することが適当である。 
 なお、基幹放送の代替的視聴⼿段については、基幹放送に準ずる品質・機能を備
えていること、すでに多くの視聴者に受容されていることを踏まえれば、まずはケ
ーブルテレビやＩＰマルチキャスト⽅式の有線⼀般放送による代替が選択肢にな
ると考えられるが、ケーブルテレビ等が⼗分普及していない地域など有線⼀般放送
によることが合理的でない場合には、配信サービスを選択することも許容されるも
のと考えられる。 

⑤ 費⽤負担 

地上基幹放送事業者の判断によって中継局が廃⽌された場合に、視聴者に基幹放
送の放送番組を視聴するための新たな費⽤負担が発⽣することは適当ではないと
考えられる。地上基幹放送事業者は、視聴者に代替的視聴⼿段を提供する際には、
代替的視聴⼿段への移⾏費⽤や移⾏後の追加的な利⽤料⾦が視聴者に極⼒発⽣し
ないよう、その費⽤負担を適切に⾏うことが適当である。また、視聴者に費⽤負担
が発⽣する場合には、その旨を適切に説明することが適当である。 

⑥ 継続的かつ安定的なサービスの提供 

代替的視聴⼿段が役務提供である場合、役務提供事業者の判断によって廃⽌され、
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結果として視聴者が放送番組を視聴できなくなる事態は適切ではない。地上基幹放
送事業者は、その責任において、それら役務提供事業者との契約や協定の締結や資
本関係等を通じて適切に代替提供⼿段を確保するとともに、役務提供事業者が当該
役務を廃⽌することがないよう、⼜は廃⽌する場合には他の役務を確保することが
できるよう、適切に代替的視聴⼿段を管理することが適当である。例えば、地上基
幹放送事業者と役務提供事業者の間で締結する契約が解除される場合の事前通知
期限について、他の役務による代替的視聴⼿段の準備を可能とするだけの⼗分な時
間的余裕を持ったものとするなどで担保することが想定される。 

⑦ 視聴者への⼗分な説明及び代替的視聴⼿段への移⾏ 

中継局を廃⽌する際には、その影響を受ける視聴者が代替的視聴⼿段への移⾏を
完了⼜は当該中継局の廃⽌について⼗分理解していることが望ましい。地上基幹放
送事業者においては、⼗分な移⾏期間を確保し、視聴者に対して⼗分な説明を尽く
した上で、視聴者の代替的視聴⼿段への移⾏に努めることが適当である。 

 

（６）法第９２条第２項とＮＨＫの協力義務 

法第２０条第６項では、地上基幹放送事業者が放送法第９２条の責務にのっとり講
ずる措置に係る⽇本放送協会（以下「ＮＨＫ」という。）の協⼒義務について規定して
いる。経緯として、法第２０条第６項は、電波法及び放送法の⼀部を改正する法律（令
和 4 年法律第６３号）によって⺠間の地上基幹放送事業者の難視聴解消措置に係る協
⼒の努⼒義務として追加され、放送法の⼀部を改正する法律（令和 6 年法律第３６号）
によって義務化されたものである。規定の趣旨としては、ＮＨＫは公共放送として放
送全体の発展へ貢献するという観点から、難視聴解消措置についても、⺠間の地上基
幹放送事業者への協⼒等の役割を果たすことが期待されるものである。 
 今回、電波法及び放送法の⼀部を改正する法律（令和７年法律第２７号）によって、
本法第９２条第２項が加わったことにより、法第２０条第６項による協⼒義務の範囲
が拡⼤されている。すなわち、地上基幹放送事業者等が、中継地上基幹放送局の廃⽌
により影響を受ける視聴者が放送番組を引き続き視聴することができるようにする
ための措置を講ずるに当たって、ＮＨＫは必要な協⼒を⾏い、当該協⼒の具体的な内
容に関する協議の求めがあったときは、正当な理由がある場合を除き、ＮＨＫは当該
協議に応じなければならない（法第２０条第７項）。 

 

（７）地上テレビジョン放送を配信サービスによって代替する場合について 

地上テレビジョン放送の中継局による基幹放送を配信サービスによって代替する
際には、「デジタル時代における放送制度の在り⽅に関する検討会」における議論を
踏まえ、同検討会の第３次取りまとめ（令和６年１２⽉１３⽇公表）に沿って、適切
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な配信サービスが提供されることが適当である。 

同取りまとめでは、放送に準ずる品質・機能を確保した上で、基幹放送をあまねく
受信できるようにする義務・努⼒義務を果たすべき者の責任の下で安定的かつ継続的
に⾏われることを前提として、ＩＰユニキャストを⼩規模中継局等による放送の代替
⼿段として許容することが適当とされている。 

放送法及び放送法施⾏規則、本ガイドライン、また、検討会取りまとめを踏まえ、
次のような要件を充⾜する配信サービスについては、それまでの中継局による基幹放
送に代えて、基幹放送と同等の役務を視聴者に提供するものとして、地上基幹放送事
業者の責任の下で安定的かつ継続的に提供される受容性のある代替的視聴⼿段であ
ると判断できる。 

○施⾏規則別表第２１号の５6 に規定する地域限定同時配信（※）により代替的
視聴⼿段を提供すること。 

  ・廃⽌する予定の中継局によって視聴可能な地上テレビジョン放送の放送番組
について、親局など他の放送局による地上テレビジョン放送を受信した上で、
そのまま同時に再送信するものであること。 

  ・放送番組の内容に変更が加えられていないこと。 
  ・放送番組を再送信する地域が、放送対象地域内に限定されていること。 
 ○本ガイドライン第２章（５）の望ましい視聴継続措置の実施⽅法を遵守するこ

と。 
 ○公共性の⾼い基幹放送の代替として提供するものであることを踏まえ、特に以

下の点に留意すること。 
  ・これまで視聴していた受信者に対し、追加的な費⽤を転嫁しないこと（受信

者から追加的な視聴の対価を徴収しないこと）。 
  ・基幹放送の代替として提供する配信サービスであり、営利を⽬的として⾏わ

れるものではないこと。 
 ○品質・機能の⽔準について、「⼩規模中継局等のブロードバンド等による代替

に関する作業チーム」の検討結果を踏まえ、放送に準じて視聴者が受容可能なも
のであること。 

※ 同表の地域限定同時配信は、著作権法（昭和４５年法律第４８号）第３４条第１項の「地域限
定特定⼊⼒型⾃動公衆送信」に該当すると考えられる。 
 放送波を受信して配信⽤データを⽣成し、視聴者の端末まで同時再送信するサービス形態は、
著作権法上、「放送を受信して同時に、公衆の⽤に供されている電気通信回線に接続している⾃動
公衆送信装置に情報を⼊⼒することにより⾏う⾃動公衆送信」である「特定⼊⼒型⾃動公衆送信」
に該当する。さらに、配信する対象の地域を、廃⽌する中継局の放送対象地域内に限定した形で
あれば、ＩＰマルチキャスト⽅式かＩＰユニキャスト⽅式かを問わず、著作権法上の「地域限定
特定⼊⼒型⾃動公衆送信」に該当するという解釈が、総務省及び⽂化庁において整理されている。
（令和６年３⽉１９⽇放送コンテンツの制作・流通の促進に関するＷＧ事務局説明資料参照） 
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（８）地上ラジオ放送について 

① 中波放送（ＡＭ放送） 

適切な視聴継続措置の在り⽅は、放送の業態によって異なるものと考えられると
ころが、ＡＭ放送に関しては、現在、ＡＭ放送に係る中継局の廃⽌等を検討するに
当たって、ＡＭ局が廃⽌された場合における聴取者等への影響を検証するために、
特例的に、６か⽉以上の⻑期間⼀定期間のＡＭ局の運⽤休⽌を⾏うことを可能とす
る「ＡＭ局の運⽤休⽌に係る特例措置」（以下「特例措置」という。）が設けられて
いる。このため、特例措置の適⽤※（※）を受けた事業者においては、ＡＭAM 局が
廃⽌された場合における聴取者等への影響が検証されているところである1。 
※ ＡＭ局の運⽤休⽌に係る特例措置に関する基本⽅針（令和５年３⽉９⽇策定。令和８年〇⽉〇

⽇改定）を踏まえ、以下の期間において「ＡＭ局の運⽤休⽌に係る特例措置」が適⽤。 
 なお、１回⽬（令和５年再免許時）に特例措置の適⽤を受けたＡＭ放送事業者は、その申請に
より令和 8 年１０⽉３１⽇まで特例措置の適⽤期間が延⻑されている。 
 ・１回⽬ 令和５年１１⽉１⽇〜令和７年１⽉３１⽇ 
 ・２回⽬ 令和７年９⽉１⽇〜令和８年１０⽉３１⽇ 

なお、第２回⽬特例措置については、デジタル時代における放送の将来像と制度
の在り⽅に関する取りまとめ（第３次）※を踏まえ、特例措置の適⽤を受けようと
するＡＭ局がカバーする⼀部の地域において、地理的・地形的特性、経済合理性等
の観点からＦＭ局等の放送によるカバーが困難な場合には、radiko 等のインターネ
ット配信サービスによるカバーを考慮することを可能とした。このため、世帯・エ
リアカバー率について、第１回⽬特例措置で適⽤が認められなかった局であっても
2、第２回⽬においては、radiko 等のインターネット配信サービスによる検証を⾏う
ために特例措置の適⽤が認められた事例があるが、「③ラジオ番組のインターネッ
ト配信の取扱い」で記載しているとおり、radiko 等のインターネット配信が視聴継
続措置の代替的視聴⼿段となり得るかについては、今後検討を進め、ＦＭ転換を可
能とする制度整備の際に措置するものとされている。 

 
1 特例措置においては、運⽤休⽌前の世帯・エリアカバー率が最⼤限維持できるよう努めること
や特例措置の適⽤を受けようとするＡＭ局の運⽤休⽌の影響を受ける住⺠への周知広報を⾏うこ
となどが要件とされている。 
2 第１回⽬特例措置においては３８局から特例措置の適⽤申請があったところ、このうち４局に
ついては、運⽤休⽌前の世帯・エリアカバー率が最⼤限維持できるように特例措置の適⽤を受け
ようとするＡＭ局を適切に選定しているとは認められなかったことから、特例措置の適⽤は認め
られなかった。 
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※ デジタル時代における放送の将来像と制度の在り⽅に関する取りまとめ（第３次）（令和
６年 12 ⽉ 13 ⽇）抜粋 
第３章 ラジオ放送における経営の選択肢 
１．ＡＭ局の運⽤休⽌に係る特例措置 

多くのＡＭ放送において検証できるようにする観点から、世帯・エリアカバー率の算
出に当たり聴取の実態を反映して radiko 等のラジオ番組のインターネット配信を考慮
することを含めて、要件を緩和することが適当である。 

このような特例措置の趣旨に鑑みれば、運⽤休⽌前の世帯・エリアカバー率が最
⼤限維持された場合において※、「ＡＭ局の運⽤休⽌に係る特例措置」の適⽤を受け
て検証を⾏い、地⽅⾃治体との合意及び住⺠理解の下でＡＭ中継局の廃⽌を⾏うと
きは、特例措置による検証うことそのものが、今回導⼊する受信者保護規律にのっ
とったＡＭ放送に係る中継局を廃⽌する場合の適切な視聴継続措置に該当するし
得るものであると考えられる。 

※ 第 2 回⽬特例措置のうち、世帯・エリアカバー率の観点から、第１回⽬特例措置であれ
ば適⽤を受けられないと判断されるものについては、③に記載するとおり、radiko 等のイ
ンターネット配信サービスによる検証の結果を踏まえた制度整備も考慮した上で、適切な
対応を⾏う必要がある。 

 
このため、ＡＭ放送に係る中継局を廃⽌する可能性があるＡＭ放送事業者は、「Ａ

Ｍ局の運⽤休⽌に係る特例措置」の適⽤を受けて⾏った検証の結果を踏まえて、Ａ
Ｍ放送に係る中継局の廃⽌の最終判断をすることが適切である。 

 
またこのため、「ＡＭ局の運⽤休⽌に係る特例措置」の適⽤期間中にＡＭ放送に

係る中継局を廃⽌する予定の年⽉⽇まで設定されることは原則として想定されな
い。⼀⽅で、ＡＭ放送に係る中継局を廃⽌することを想定している場合には、本法
第９２条第２項に従って適切に視聴継続措置を講ずるよう努めることが望ましい
のは⾔うまでもない。ただし、同項に基づいて視聴継続措置を講じようとするとき
に、本法第１１０条の２第２項に基づく公表を⾏う場合は、少なくとも中継局を廃
⽌する予定の時期についても公表をする必要がある。この点、廃⽌するかどうかを
最終判断するタイミングを「ＡＭ局の運⽤休⽌に係る特例措置」の適⽤期間終了後
の検証後とする場合には、その後更に１年間の視聴継続措置を実施する必要が⽣
じ、「ＡＭ局の運⽤休⽌に係る特例措置に関する基本⽅針」を踏まえて、視聴継続措
置に相当する各種対応を⾏った事業者に過度な対応を求めることになり不合理で
ある。 

よって、「ＡＭ局の運⽤休⽌に係る特例措置」の適⽤を受けて検証を⾏った場合
は、施⾏規則第８６条の３第１項の「合理的な理由」があるものとして視聴継続措
置の実施についての公表を継続すべき期間の短縮を可能とする。ただし、特例措置
の検証結果を踏まえて、ＡＭ放送に係る中継局の具体的な廃⽌⽇を決定することか
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ら、法第１１０条の２第１項及び施⾏規則第８６条の２第１項の規定に照らし、廃
⽌⽇の前⽇から起算して少なくとも９０⽇前から当該廃⽌⽇の前⽇までの間、廃⽌
に関する公表を⾏うこととする。 

なお、「ＡＭ局の運⽤休⽌に係る特例措置に関する基本⽅針」において「特例措置
の適⽤期間の終了後に特例適⽤局を廃⽌する可能性がある旨も併せて周知広報を
⾏うこと。」としているところ、同⽅針に基づいてＡＭ放送に係る中継局を廃⽌す
る可能性がある旨を公表している⼜は公表する予定がある場合は、例えば、廃⽌時
期を 

・「ＡＭ局の運⽤休⽌に係る特例措置」の適⽤期間の終了（令和○年○⽉○⽇）後、
半年以内の時期 

・「ＡＭ局の運⽤休⽌に係る特例措置」の適⽤期間の終了後、残存する免許の有効
期間中の時期 

などとし、本法第１１０条の２第２項に基づいて、廃⽌する時期の少なくとも１
年以上前にその旨及び視聴継続措置を公表することも可能である。その場合、「Ａ
Ｍ局の運⽤休⽌に係る特例措置」による各措置等を踏まえた検証結果を踏まえて、
ＡＭ放送に係る中継局を廃⽌する年⽉⽇を決定し、本法第１１０条の２第２項に基
づいて、廃⽌の「時期」を「年⽉⽇」と明確化する措置内容の変更を公表すること
が想定される。 

なお、特例措置の適⽤を受けない中継局の廃⽌については、「② その他ラジオ
放送の取扱い」と同様の扱いとする。 

※ ＡＭ局の運⽤休⽌に係る特例措置に関する基本⽅針（令和５年３⽉９⽇策定。令和６年１２⽉
１３⽇改定）を踏まえ、以下の期間において「ＡＭ局の運⽤休⽌に係る特例措置」が適⽤。 
 なお、１回⽬（令和５年再免許時）に特例措置の適⽤を受けたＡＭ放送事業者は、その申請に
より令和 8 年１０⽉３１⽇まで特例措置の適⽤期間が延⻑されている。 
 ・１回⽬ 令和５年１１⽉１⽇〜令和７年１⽉３１⽇ 
 ・２回⽬ 令和７年９⽉１⽇〜令和８年１０⽉３１⽇ 

 

② その他ラジオ放送の取扱い等 

ＦＭ放送（県域放送、コミュニティ放送）及び短波放送については、現時点にお
いてＡＭ放送のように特に留意すべき事情はないものの、仮に各々の放送の中継局
を廃⽌する場合には本制度の適⽤を受けることになる。ただし、各々の放送の適切
な視聴継続措置の在り⽅は、放送の業態や地⽅⾃治体との関係等によって異なるた
め、放送の規模や中継局を廃⽌した場合の影響等に応じた対応を検討することが望
ましい。 
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③ ラジオ番組のインターネット配信の取扱い 

なお、radikoｒａｄｉｋｏ等のラジオ番組のインターネット配信が本制度の視聴
継続措置として提供される代替的視聴⼿段となり得るかについては、２回⽬の「Ａ
Ｍ局の運⽤休⽌に係る特例措置」において⾏われる検証の結果等を踏まえ、総務省
において検討し必要に応じ、ＦＭ転換を可能とする制度整備の際に措置するものと
する。 
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第３章 視聴継続措置の実施内容の公表（法第１１０条の２第２項関係） 

（１）法律条文解説 
〇 放送法 

（基幹放送の休⽌及び廃⽌に関する公表）  
第百⼗条の⼆ 基幹放送事業者（第百四⼗七条第⼀項に規定する有料放送事

業者を除く。）は、その基幹放送を休⽌し、⼜はその基幹放送の業務若しく
はその基幹放送局を廃⽌しようとするときは、総務省令で定めるところに
より、その旨を公表しなければならない。ただし、基幹放送を継続して休⽌
しようとする時間が⼆⼗四時間を超えない範囲内で総務省令で定める時間
以内である場合その他総務省令で定める場合は、この限りでない。  

２ 地上基幹放送の業務を⾏う基幹放送事業者①は、当該基幹放送事業者⼜は
当該基幹放送事業者と第百⼗七条第⼀項に規定する放送局設備供給契約を
締結する基幹放送局提供事業者②が第九⼗⼆条第⼆項の措置を講じようと
するとき③は、総務省令で定めるところにより④、当該措置の内容を公表し
なければならない。 

①「地上基幹放送の業務を⾏う基幹放送事業者」 

本規定における公表義務を負う主体が、「地上基幹放送の業務を⾏う基幹放送事
業者」、すなわち放送番組を提供するソフト事業者であることを規定している。 
 この点、法第９２条第２項の視聴継続措置の努⼒義務を負う主体はハード事業者
であるのに対し、本項における公表義務を負う主体はソフト事業者としている。こ
れは、法第９２条第２項については、ハード事業者が基幹放送局を廃⽌することに
より⽣ずる受信者の不利益については、その基幹放送局の維持について責務を負う
ハード事業者が⾃ら対応することが適当である⼀⽅、本規定については、受信者の
利益を保護するため、必要な周知広報を⾏う義務を規定するものであることを踏ま
え、受信者との間に放送番組という接点を持つソフト事業者が対応することが適当
であると考えられるためである。 

②「当該基幹放送事業者⼜は当該基幹放送事業者と第百⼗七条第⼀項に規定する放
送局設備供給契約を締結する基幹放送局提供事業者」 

基幹放送事業者が特定地上基幹放送事業者であって、⾃ら中継局を保有している
場合は⾃らが、基幹放送事業者が認定基幹放送事業者であって、基幹放送局提供事
業者と契約している場合は基幹放送局提供事業者が、それぞれ視聴継続措置を講じ
ようとするときに、公表義務の対象となる。 
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③「第九⼗⼆条第⼆項の措置を講じようとするとき」 

中継局を廃⽌することにより、基幹放送を受信できなくなる地域における受信者
の利益を保護するという規律の趣旨を踏まえ、中継局を廃⽌する場合における視聴
継続措置の内容は、その実施に先⽴ってあらかじめ公表されることが適当であり、
そのことを明確化するため、「講ずるとき」ではなく、「講じようとするとき」と規
定している。 
 なお、規律の趣旨を踏まえれば、中継局の廃⽌に先⽴ってあらかじめ視聴継続措
置として実施する内容が公表されることが必要であり、具体的には、施⾏規則にお
いて、中継局を廃⽌する予定の時期からあらかじめ相当な期間（少なくとも公表す
る⽇から最も早い廃⽌の予定期⽇まで１年間）を置いて公表することとしている。 

④「総務省令で定めるところにより」 

本項による委任を受けた総務省令（施⾏規則）においては、法第９２条第２項に
規定する視聴継続措置について、その公表⽅法（例：ウェブサイトへの掲載等）と
いった⼿続としての細⽬のほか、公表すべき事項として視聴継続措置の具体的内容
についても規定している。詳細は、次の第３章（２）省令条⽂解説参照。 
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（２）省令条文解説（施行規則第８６条の３関係） 
〇 放送法施⾏規則 

（放送番組の視聴のための措置の公表） 
第⼋⼗六条の三 法第百⼗条の⼆第⼆項の規定による公表は、地上基幹放送

の業務を⾏う基幹放送事業者⼜は当該基幹放送事業者と法第百⼗七条第⼀
項に規定する放送局設備供給契約を締結する基幹放送局提供事業者（以下
この条において「地上基幹放送事業者等」という。）が、法第九⼗⼆条第⼆
項の措置（以下この条において「視聴継続措置」という。）を講ずることと
した⽇から遅滞なく①⾏い、その中継地上基幹放送局（法第⼆⼗条第⼀項第
⼀号に規定する中継地上基幹放送局をいう。以下同じ。）を廃⽌する予定の
時期②（以下この条において「廃⽌時期」という。）からあらかじめ相当な期
間（少なくとも公表する⽇③から最も早い廃⽌の予定期⽇まで⼀年間④。た
だし、合理的な理由がある場合は、この限りでない⑤。）を置いて、インター
ネットの利⽤その他適切な⽅法⑥によつて⾏うものとする。 

２ 前項の規定による公表については、廃⽌する予定の中継地上基幹放送局
ごとに次に掲げる事項を公表するものとする。ただし、第三号から第七号ま
でに掲げる事項に係る精査のためなお準備⼜は検討を要する場合には、当
該事項のそれぞれの⾒込みを公表することをもつて⾜りる⑦ものとする。こ
の場合において、地上基幹放送事業者等が当該事項について準備⼜は検討
を進めた結果、当該事項のそれぞれの⾒込みに変更を⽣じたときは、第五項
の規定による公表を⾏う⑧ものとする。 
⼀ 廃⽌する予定の中継地上基幹放送局の名称⑨及び放送区域⑩（法第七条

第三項第⼆号に規定する放送区域をいう。第九⼗四条第⼀項第⼆号におい
て同じ。）その他当該中継地上基幹放送局に関する基本情報⑪ 

⼆ 前号の中継地上基幹放送局の廃⽌時期（廃⽌する年⽉⽇が定まつている
場合にあつては当該年⽉⽇）⑫ 

三 視聴継続措置の対象地域⑬（次項において単に「対象地域」という。） 
四 視聴継続措置の対象者⑭ 
五 視聴継続措置の実施の内容⑮（次号に掲げるものを除く。） 
六 第四号の対象者が引き続き地上基幹放送に係る放送番組を視聴するこ

とができるようにするための視聴継続措置として提供する⼿段（以下この
条において「代替的視聴⼿段⑯」という。） 

七 視聴継続措置の実施期間及び代替的視聴⼿段の利⽤に係る情報（申込期
間その他申込みに必要な情報を含む。）⑰ 

⼋ 視聴継続措置の実施に関する問合せを受けるための連絡先（連絡先が、
中継地上基幹放送局の廃⽌に係る地上基幹放送事業者等と別の者である
場合は、当該地上基幹放送事業者等と当該別の者との関係を明確にするこ
と。）⑱ 

九 その他視聴継続措置の実施に関し必要な事項⑲ 
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３ 前項第六号の代替的視聴⼿段の公表は、次に掲げるとおりとする。 
⼀ 原則として別表第⼆⼗⼀号の六五に掲げる⼿段から選択したものを記

載⑳すること。 
⼆ 別表第⼆⼗⼀号の六五に掲げる⼿段以外の⼿段（地上基幹放送事業者等

がその責任において提供できるものに限る。）を講ずる場合は、当該⼿段
の具体的内容及び当該⼿段を代替的視聴⼿段として提供する理由を記載㉑

すること。 
三 対象地域ごとに講ずる代替的視聴⼿段が異なる場合は、当該対象地域ご

とに対応するものを記載㉒すること。 
四 ⼀の対象地域に複数の代替的視聴⼿段を講ずる可能性がある場合には、

それらの代替的視聴⼿段を明らかにする㉓こと。 
４ 地上基幹放送の業務を⾏う基幹放送事業者は、その放送に係る中継地上

基幹放送局をやむを得ず廃⽌した場合において当該中継地上基幹放送局を
⽤いた基幹放送を受信することができなくなる地域における影響等を把握
し視聴継続措置を適切に講じられるようにするため、当該中継地上基幹放
送局を⽤いた基幹放送の⼀時的な休⽌㉔（⼆⼗四時間以内の休⽌を含む。㉕）
を⾏うときは当該休⽌する年⽉⽇時及び時間（⼆⼗四時間を超える場合に
あつては期間）㉖を第⼆項第九号に掲げる事項として公表するものとする。 

５ 地上基幹放送の業務を⾏う基幹放送事業者は、第⼆項各号に掲げる事項
に変更を⽣じたときは、当該変更箇所を明⽰した上で、遅滞なく、これを公
表するものとする。㉗ 

６ 同⼀の場所に開設されている複数の地上基幹放送事業者等の中継地上基
幹放送局を廃⽌する場合における第⼀項の規定による公表は、当該複数の
地上基幹放送事業者等において調整し、⼀の公表で対応するなど、第⼆項第
四号の対象者にとつて分かりやすいものとなるように情報を整理して対応
するものとする。㉘ 

別表第２１号の６５（第８６条の３第３項関係） 
⼀ テレビジョン放送関係 

⑴ 地上基幹放送の受信に係る技術的指導その他の必要な援助 
⑵ 有線⼀般放送（ケーブルテレビ） 
⑶ 有線⼀般放送（ＩＰ⽅式） 
⑷ 地域限定同時配信 

⼆ ラジオ放送関係 
ＦＭ補完放送 

（注） 
⼀ この表において「地上基幹放送の受信に係る技術的指導その他の必

要な援助」とは、中継地上基幹放送局の廃⽌によつて、当該中継地上基
幹放送局を⽤いた基幹放送を受信することができなくなる地域におい
て、当該中継地上基幹放送局による基幹放送と同じ放送系（法第九⼗⼀
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条第⼆項第三号に規定する放送系をいう。以下この表において同じ。）
の他の放送局により当該基幹放送を引き続き受信できるようにするも
のをいう。 

⼆ この表において「有線⼀般放送（ケーブルテレビ）」とは、有線⼀般
放送の品質に関する技術基準を定める省令（平成⼆⼗三年総務省令第
九⼗五号）第⼆条第⼗号⼜は第⼗⼀号の⽅式によるテレビジョン放送
の有線⼀般放送をいう。 

三 この表において「有線⼀般放送（ＩＰ⽅式）」とは、有線⼀般放送の
品質に関する技術基準を定める省令第⼆条第⼗四号の⽅式によるテレ
ビジョン放送の有線⼀般放送をいう。 

四 この表において「地域限定同時配信」とは、廃⽌する予定の中継地上
基幹放送局による基幹放送と同じ放送系の他の放送局の放送を受信し
て同時に、公衆の⽤に供されている電気通信回線に接続している配信
⽤の設備（当該設備に記録された放送番組を公衆からの求めに応じ⾃
動的に送信するための設備をいう。）に情報を⼊⼒することにより公衆
の求めに応じ⾃動的に⾏う配信のうち、当該中継地上基幹放送局を⽤
いた基幹放送を受信することができなくなる地域に限定するなど専ら
当該基幹放送に係る放送対象地域において受信されることを⽬的とし
て⾏われるものをいう。 

五 この表において「ラジオ放送」とは、法第⼆⼗条の三第九項に規定す
るラジオ放送をいう。 

六 この表において「ＦＭ補完放送」とは、次に掲げる基幹放送局を⽤い
て⾏う放送をいう。 
⑴ 中波放送を⾏う基幹放送局の放送区域おいて災害対策等のために

補完的に超短波放送⽤周波数を⽤いて放送を⾏う基幹放送局 
⑵ 中波放送を⾏う基幹放送局を廃⽌した場合等に当該基幹放送局の

放送区域における放送を確保するために超短波放送⽤周波数を⽤い
て放送を⾏う基幹放送局 

①「法第九⼗⼆条第⼆項の措置（以下この条において「視聴継続措置」という。）を
講ずることとした⽇から遅滞なく」 

地上基幹放送事業者が中継局を廃⽌する場合において、法第９２条第２項に基づ
き放送番組を引き続き視聴可能とするための措置、すなわち視聴継続措置を講ずる
ことを決めたときは、中継局を廃⽌する時期及び視聴継続措置としてどのような代
替的視聴⼿段を講ずるのか等について、遅滞なく公表する必要がある。「遅滞なく」
公表する趣旨は、視聴者が中継局廃⽌を理解した上で、代替的視聴⼿段に移⾏する
までには、相当の期間を要すると想定され、視聴者の理解を得るために⼗分な期間
を確保する必要があるためである。 
 なお、どのような決定をすれば「講ずることとした⽇」に該当するのかについて
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は、例えば、地上基幹放送事業者の取締役会等で⽅針を決めた⽇、各地域の地上基
幹放送事業者等の検討の場（各地域の中継局共同利⽤推進協議会等）において⽅針
を決議した⽇などが該当するものと考えるが、これらに限るものではなく、地上基
幹放送事業者の中継局に係る計画や⽅針を決定する場が想定される。 

②「中継地上基幹放送局（法第⼆⼗条第⼀項第⼀号に規定する中継地上基幹放送局
をいう。以下同じ。）を廃⽌する予定の時期」 

少なくとも中継局が廃⽌される時期が分からなければ、視聴者は中継局が廃⽌さ
れる具体的なイメージが持てず、代替的視聴⼿段への移⾏も進まないと想定される
ため、最低限「廃⽌する予定の時期」を明らかにしておく必要がある。この場合、
廃⽌する予定の時期については、受信者保護の観点から極⼒明確化することが望ま
しい。ただし、廃⽌する中継局の影響を受ける地域の説明等の状況その他の理由に
よって廃⽌を想定した⽇から相当程度ずれ込むことも想定されるため、例えば「○
年○⽉以降３か⽉以内」「○年下半期中」「「ＡＭ局の運⽤休⽌に係る特例措置」の
適⽤期間の終了（令和○年○⽉○⽇）後、半年以内」などと⼀定の幅を持たせるこ
とはやむを得ないと考えられる。 
 なお、廃⽌の年⽉⽇まで決定された場合は、遅滞なくその旨公表する必要がある
ほか、法第１１０条の２第１項及び施⾏規則第８６条の２第１項（同条第４項によ
り第１項に規定する公表とみなせる場合を含む。）の放送局の廃⽌に係る公表義務
との関係で、少なくとも廃⽌する⽇の前⽇から起算して９０⽇より前までに中継局
を廃⽌する年⽉⽇を公表する必要がある。 

③「公表する⽇」 

法１１０条の２第２項に基づき施⾏規則第８６条の３第１項に従って公表する
⽇である。 

④「最も早い廃⽌の予定期⽇まで⼀年間」 

視聴者が中継局廃⽌を理解した上で、時間的余裕をもって計画的に代替的視聴⼿
段に移⾏するために、中継局が廃⽌される旨公表された⽇から⼗分な期間が確保さ
れる必要があることから、引っ越しなど⼈の移動等への影響も考慮して、代替的視
聴⼿段へ移⾏するために確保されるべき期間として、少なくとも１年間は必要とし
たものである。 

⑤「合理的な理由がある場合は、この限りでない」 

受信者保護のために、原則として中継局が廃⽌される最も早い予定期⽇まで１年
間は確保されるべきであるが、視聴継続措置に相当する対応をすでに⾏っている場
合にまで同じ期間を確保するとした場合、逆に不合理となってしまうこともあり得
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る。例えば、中波放送（ＡＭ放送）については、第２章（８）①で述べたとおり「Ａ
Ｍ局の運⽤休⽌に係る特例措置に関する基本⽅針」に従った対応として、特例措置
の適⽤期間終了後に特例措置が適⽤された中継局を廃⽌する可能性がある場合、そ
の旨の周知広報を⾏うとともに、特例措置が適⽤された中継局が運⽤休⽌した後の
ＡＭ放送の番組を聴取するための⼿段を提⽰することが求められている。これらの
対応は、本法による視聴継続措置に相当し得るものと評価することができるもので
あり、「ＡＭ局の運⽤休⽌に係る特例措置に関する基本⽅針」に従った対応を⾏っ
ている場合には「合理的な理由」があると判断されるものである。また、前述の場
合以外には、法第９２条第２項に基づき視聴継続措置を講じようとした場合におけ
る事前の調査によって、廃⽌する中継局による基幹放送の視聴実態がないことがす
でに明らかである場合にも、施⾏規則第８６条の３第１項の「合理的な理由」に該
当し得るものである。 
 なお、地上基幹放送事業者が施⾏規則第８６条の３第１項の「合理的な理由」に
該当すると判断した場合、施⾏規則第８６条の３第２項第９号の「その他視聴継続
措置の実施に関し必要な事項」として、「ＡＭ局の運⽤休⽌に係る特例措置に関す
る基本⽅針」に従った対応の実施状況や、対象地域にどのような対応を⾏った結果、
視聴実態がないことが明らかであると判断したのか等を公表することを要する。 

⑥「インターネットの利⽤その他適切な⽅法」 

インターネットによるウェブサイトへの公表は、テキスト情報や動画コンテンツ
を⽤いて広く周知を図ることができる⽅法として⼀般的な⼿段になっていること
から、中継局が廃⽌される最も早い予定期⽇から⼀年前に⾏う広く周知を図る⽅法
として必ず⾏うことを要する。「その他適切な⽅法」とは、第 2 項第 9 号の「その
他視聴継続措置の実施に関し必要な事項」として説明会を実施する場合や中継局の
⼀時休⽌の実施について周知するような場合に、中継局の廃⽌の影響を受ける地域
において効果的と考えられる周知⼿段であり、中継局の廃⽌の影響を受ける地域の
実情に合わせて適宜実施するものとなる。例えば、投函⼜は⼾別訪問によりリーフ
レット等の書⾯を配布する⽅法や回覧板⼜は関係する地⽅公共団体の協⼒を得て
当該地⽅公共団体の公報若しくは広報誌へ掲載する⽅法などが考えられる。 
 なお、法第１１０条の２第１項の総務省令への委任を受けた施⾏規則第８６条の
２第１項において「インターネットの利⽤その他のできるだけ多くの公衆が知るこ
とができる⽅法」と類する規定があるが、法第１１０条の２第１項の規定は、放送
の業務の廃⽌や親局の廃⽌を含み得るものであるため、インターネットを含み「多
くの公衆」を対象にしたより広範な周知⽅法を念頭に置いた規定である。⼀⽅で、
法第１１０条の２第２項の対象となるものは中継局に限られるため、インターネッ
トを利⽤した周知に加えて、周知すべき範囲を絞り地域の広報誌や回覧を利⽤する
⽅が効果的である場合があるため「その他適切な⽅法」としたものである。 

⑦「ただし、第三号から第七号までに掲げる事項に係る精査のためなお準備⼜は検
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討を要する場合には、当該事項のそれぞれの⾒込みを公表することをもつて⾜り
る」 

視聴者が中継局廃⽌を理解した上で、時間的余裕をもって計画的に代替的視聴⼿
段に移⾏するために、代替的視聴⼿段の内容を含む施⾏規則第８６条の３第２項に
掲げる事項の全てが初回の公表で明らかになることが望ましい。しかしながら、中
継局が廃⽌になる可能性があるということ及び当該廃⽌に伴う視聴継続措置を実
施しようとすることが１年以上前、例えば２年前に決定しているにもかかわらず、
法第１１０条の２第２項の公表を⾏うことができないとした場合、結果として視聴
継続措置の実施の遅れ及び視聴継続措置の実施期間の短縮につながり、受信者にと
ってデメリットとなることもあり得る。このため、法第１１０条の２第２項に基づ
く最低限の公表事項として、廃⽌する中継局の情報（第１号）及び廃⽌する予定の
時期（第２号）に加え、視聴継続措置の実施に関する問合せを受け付ける連絡先（第
８号）に関する事項を公表することを可とするものである。ただし、この場合にお
いても、無⽤の混乱を起こさせないため、可能な限り第３号〜第７号の事項のそれ
ぞれの⾒込みを記載して公表することが望ましい。なお、⾒込みとして公表すると
しても、視聴者が中継局廃⽌を理解した上で、時間的余裕をもって計画的に代替的
視聴⼿段に移⾏するためには、視聴継続措置として提供される代替的視聴⼿段の詳
細について相応の周知期間が必要になるはずであり、詳細な代替的視聴⼿段の公表
期間として１年程度の期間が確保されることが望ましい。 

⑧「地上基幹放送事業者等が当該事項について準備⼜は検討を進めた結果、当該事
項のそれぞれの⾒込みに変更を⽣じたときは、第五項の規定による基づく公表を
⾏う」 

法第１１０条の２第２項の公表を⾏うに当たって、第３号〜第７号の事項を⾒込
みとして公表した場合、当然のことながら⾒込みのままでは法第９２条第２項の規
定の趣旨を満たしたことにはならない。このため、地上基幹放送事業者は並⾏して
視聴継続措置として実施する内容の詳細の準備⼜は検討を進める必要がある。当該
検討が進められた結果、第３号〜第７号の事項のそれぞれの⾒込みに変更があった
場合は、インターネットの利⽤その他適切な⽅法により公表を⾏うものとする。 
 なお、当該変更に係る公表をしなければ、変更後の視聴継続措置の実施及び代替
的視聴⼿段の提供が全くできないということにはならないが、継続的に変更後の視
聴継続措置を対象地域に対して⾏っていく場合には、第５項に基づき、すでに公表
している内容を変更して公表する必要がある。 

⑨「廃⽌する予定の中継地上基幹放送局の名称」 

ここでいう「名称」とは、電波法に基づく基幹放送局の呼出名称ではなく、中継
局所の名称など⼀般の視聴者にも理解可能な名称をいう。なお、地上テレビジョン
放送の場合、⼀般社団法⼈放送サービス⾼度化推進協会（Ａ-ＰＡＢ）が公表して



22 

いる「放送エリアのめやす」において、局名検索が可能となっており、廃⽌する予
定の中継局の影響の検討をつけることが可能となっている。 

⑩「放送区域」 

電波法第１４条第３項第２号の規定により基幹放送の業務に⽤いられる基幹放
送局の免許記録に記録された放送区域をいう。廃⽌する予定の中継局の影響を受け
る地域のめやすとして公表事項とするが、廃⽌する中継局の影響を受ける受信者が
視覚的に影響範囲のめやすを把握しやすくするために、「その他当該中継地上基幹
放送局に関する基本情報」として、放送区域に相当する放送エリア図が参考情報と
して添付されることが望ましい。地上テレビジョン放送の場合、Ａ-ＰＡＢの「放
送エリアのめやす」と放送区域が近似しているのであれば、「放送エリアのめやす」
を分かりやすく⽰すことで対応することも考えられる。 

⑪「その他当該中継地上基幹放送局に関する基本情報」 

前述の放送区域に相当する情報のほか、地上テレビジョン放送にあっては、「放
送局名」と併記する形で「物理チャンネル」番号を⽰すほか受信者がテレビを視聴
するに当たって接している「リモコンチャンネル」番号を⽰すことが望ましい。ま
た、地上ラジオ放送にあっては、「放送局名」と併記する形で廃⽌する中継局の「周
波数」を⽰す必要がある。 

⑫「中継地上基幹放送局の廃⽌時期（廃⽌する年⽉⽇が定まつている場合にあつて
は当該年⽉⽇）」 

施⾏規則第８６条の３第１項の「中継地上基幹放送局を廃⽌する予定の時期」と
同義であるため、②の解説を参照。 

⑬「視聴継続措置の対象地域」 

電波の特性上、ある中継局によって放送が視聴可能である地域と⑩の放送区域と
は⼀致しないが、中継局の廃⽌により当該中継局を⽤いた基幹放送を受信すること
ができなくなる地域を特定する必要がある。なお、視聴継続措置として対象地域で
⾏われる電界調査等を通じ、当該中継局を⽤いた基幹放送を受信できなくなる地域
がより広範であることが判明したような場合には、第３号の視聴継続措置の対象地
域が拡⼤されることも想定されるものである。 

⑭「視聴継続措置の対象者」 

中継局を廃⽌する放送事業者の判断によるが、視聴継続措置の対象地域内であっ
ても、すでにケーブルテレビ等で放送を受信しており中継局の廃⽌によっても影響
を受けない世帯のほか、法⼈・⾃然⼈・事業主などの別によって視聴継続措置の対
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象にするか否かが変わる可能性があり得るため、視聴継続措置の対象者をあらかじ
め明確にして公表する必要がある。 

⑮「視聴継続措置の実施の内容」 

視聴継続措置の中⼼的内容としては、中継局廃⽌の影響を受ける視聴者に対して、
代替的視聴⼿段を確保し、視聴者に提供することが該当する。また、中継局を廃⽌
し、視聴者が代替的視聴⼿段に移⾏していくに当たっては、適切に視聴者に周知さ
れるとともに、その理解を得ながら進められることが重要となる。このため、中継
局の廃⽌・代替的視聴⼿段への移⾏に係る住⺠説明や相談受付体制を構築すること
も視聴継続措置に該当するものである。 

⑯「代替的視聴⼿段」 

視聴継続措置の中⼼的内容であるところ、詳細及び考え⽅は⑳及び㉑において解
説する。 

⑰「視聴継続措置の実施期間及び代替的視聴⼿段の利⽤に係る情報（申込期間その
他申込みに必要な情報を含む。）」 

視聴継続措置の実施期間が⽰されなければ、視聴者が中継局廃⽌を理解した上で、
計画的に代替的視聴⼿段に移⾏することができないため、視聴継続措置の実施期間
も公表する事項の⼀つとなる。なお、中継局が廃⽌される場合、当該中継局が現に
廃⽌されて当該中継局による基幹放送を受信することができなくなった者を保護
する観点から、中継局を廃⽌した後の⼀定期間についても視聴継続措置の実施期間
となることを想定している。すなわち、中継局を廃⽌した後の⼀定期間は、相談窓
⼝を開設した上で代替的視聴⼿段を提供することで、中継局が廃⽌された後にも放
送番組を可能な限り視聴できるようにする必要がある。 
 中継局を廃⽌した後の視聴継続措置の実施期間は、地域ごとの状況・事情を勘案
し定められるものであるが、中継局を廃⽌する⽇から⼀定期間は視聴継続措置が継
続されることが妥当である。例えば、地上テレビジョン放送の中継局を廃⽌する際
の過去対応事例でも、中継局を廃⽌した⽇から⼀定期間においてコールセンターを
開設し、必要な対応を⾏っていたところである。 
 なお、法第１１０条の２第２項の公表は、②及び⑫において解説のとおり中継局
を廃⽌する予定の時期の公表をもって可能としているため、当初の公表時点におい
て視聴継続措置の実施期間を⻑めに設定している場合も想定される。この場合、そ
の後の視聴継続措置の実施によって、想定より早期に視聴者の代替的視聴⼿段への
移⾏を⾒通せる場合があり得る。このように想定より早期に代替的視聴⼿段への移
⾏の完了が⾒通せる場合には、当初公表した視聴継続措置の実施期間の短縮が否定
されるものではない。ただし、中継局を廃⽌する場合に⾏う法第１１０条の２第１
項に基づく公表⼜は同項の公表とみなされる法第１１０条の２第２項の公表の⽇
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から中継局を廃⽌する⽇までに少なくとも確保される期間中、すなわち中継局を廃
⽌する⽇までの９０⽇以内において、中継局を廃⽌した後の視聴継続措置の実施期
間を短縮することは適当ではない。 
 「代替的視聴⼿段の利⽤に係る情報」として記載される情報は、例えば以下のよ
うな事項を想定している。こういった具体的な情報が曖昧なまま、中継局が廃⽌さ
れ放送が⾒られなくなるという情報のみが出回ると、中継局の廃⽌に便乗した悪徳
商法や詐欺が横⾏する可能性が⾼まるため、地上基幹放送事業者は中継局を廃⽌す
る場合には、地上基幹放送事業者⾃らの責任において、その中継局を廃⽌する予定
の時期の公表に併せて具体的な代替的視聴⼿段に係る情報も公表する必要がある。 
 なお、地上テレビジョン放送の代替的視聴⼿段として「有線⼀般放送（ケーブル
テレビ）」や「有線⼀般放送（ＩＰ⽅式）」があるところ、基幹放送の代替として提
供されるものである以上、⼀般的に有線⼀般放送として提供されていることが多い
衛星放送や多チャンネル放送などの追加的役務までを地上基幹放送事業者は代替
的視聴⼿段としては提供しないことも想定される。そのような場合において視聴者
が多チャンネル放送等の追加的役務を利⽤したいときは、視聴者が⾃らの判断にお
いて商⽤の有線⼀般放送の役務を選択することになるところ、その判断を視聴者が
適切に⾏えるよう、地上基幹放送事業者は、あらかじめ代替的視聴⼿段として提供
する有線⼀般放送で提供される利⽤できる役務の内容と商⽤の有線⼀般放送の切
り分け、役務の保証範囲を明確にしておく必要がある。 
 
（代替的視聴⼿段が役務提供である場合） 
 ・当該役務提供の対象者に関する情報 
 ・当該役務の提供者に係る情報 
 ・サービス名 
 ・申込み⽅法、申込み期間に係る情報 
 ・サービスの利⽤料⾦（初期費⽤、⽉額利⽤料、その他経費）に係る情報 
 ・サービスの保証期間 
 ・留意事項、免責事項 等 

（代替的視聴⼿段が⼯事等による対応である場合） 
 ・当該⼯事等の対象となる者に関する情報 
 ・当該⼯事等の施⼯を請け負う会社等に係る情報 
 ・申込み⽅法、申込み期間に係る情報 
 ・⼯事費等に係る情報 
 ・留意事項、免責事項 等 

 

⑱「視聴継続措置の実施に関する問合せを受けるための連絡先（連絡先が、中継地
上基幹放送局の廃⽌に係る地上基幹放送事業者等と別の者である場合は、当該地
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上基幹放送事業者等と当該別の者との関係を明確にすること。）」 

地上基幹放送事業者が中継局を廃⽌する場合、視聴継続措置の対象者からの苦情
や問合せには真摯に対応する必要があり、視聴継続措置や代替的視聴⼿段の内容へ
の問合せ等があった場合に、的確に対応を⾏う必要がある。なお、中継局の廃⽌に
便乗した悪徳商法や詐欺を防⽌する観点から、地上基幹放送事業者側から営業等の
電話をすることがないのであれば、その旨明確にするべきである。 
 連絡先について、特に地上テレビジョン放送については、地上基幹放送事業者が
外部に委託する場合や地上基幹放送事業者の連携によって⼀括の窓⼝が開設され
る場合も想定されるため「中継地上基幹放送局に廃⽌に係る地上基幹放送事業者等
と別の者」となる場合には、無⽤の混乱を防⽌するために当該別の者との関係を明
確にしておく必要がある。 

⑲「その他視聴継続措置の実施に関し必要な事項」 

視聴継続措置の実施に関し必要な事項は施⾏規則第８６条の３第２項第１号〜
第８号が基本的事項となるが、その他視聴継続措置の実施のために必要となる情報
があり得る。以下に解説するものに限るものではないが、次に掲げるものが第９号
の記載事項となり得る。 

・中継局による基幹放送の⼀時的な休⽌を⾏う場合における休⽌の年⽉⽇及び休
⽌時間（期間） 
 施⾏規則第８６条の３第４項による第２項第９号の義務的な記載事項である。
なお、中継局の休⽌に係る「期間」が公表される場合、すなわち２４時間を超え
た⻑期にわたる中継局の休⽌をする場合において、当該中継局を休⽌する⽇か
ら９０⽇より前に施⾏規則第８６条の３第４項による公表を⾏ったときは、法
第１１０条の２第１項の放送局の休廃⽌に係る公表を⾏ったものとみなすこと
とする。（詳細は、第４章（２）④を参照） 

・第２項第１号〜第８号の変更内容に係る記録 
 施⾏規則第８６条の３第５項においては、変更があった箇所を明⽰した上で
公表することとされており、第９号の事項として当該箇所を公表することが想
定される。 

・視聴継続措置の対象地域における説明会⼜は個別訪問の実施に関する情報 
 対象地域において、代替的視聴⼿段への提供及び移⾏に向けて視聴者の理解
を得るため、特定の⽇時において説明会を開催することが想定される。この場合、
説明会の実施の⽇時及び場所に関する情報をあらかじめ公表することで、正式
な説明会であることを対外的に⽰しておくことが望ましい。また、個別訪問によ
り説明することが想定されるが、中継局の廃⽌に伴う⼯事等を装った詐欺⾏為
や悪徳商法等を防⽌するため、どのような⽅針で個別訪問を⾏うかについて、あ
らかじめ決めて、公表しておくことが望ましい。 
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・視聴継続措置の公表期間を短縮した合理的な理由等 
 「ＡＭ局の運⽤休⽌に係る特例措置に関する基本⽅針」に従った対応の実施状
況や、対象地域において視聴実態がないことが明らかであると判断した理由等
を公表する必要がある。 

 

⑳「原則として別表第⼆⼗⼀号の六五に掲げる⼿段から選択したものを記載」 

中継局による基幹放送に代えて視聴者に提供される代替的視聴⼿段は、地上基幹
放送事業者の責任の下で安定的かつ継続的に提供される必要がある。施⾏規則別表
第２１号の６５号に掲げる⼿段は、これまでの放送受信に関する実績や検討状況を
踏まえると、中継局による基幹放送と同等であると評価することが現時点において
適当と考えられるものである。よって、代替的視聴⼿段は「原則として」別表第２
１号の６５号から選択して実施することが基本となる。 

具体的には、放送番組の視聴を電波の受信によって可能とする⽅法として「地上
基幹放送の受信に係る技術的指導その他の必要な援助」「ＦＭ補完放送」がある。 
 「地上基幹放送の受信に係る技術的指導その他の必要な援助」とは、中継局の廃
⽌によって、当該中継局基幹放送を受信することができなくなる地域において、ア
ンテナやブースターの調整や、アンテナの受信点の変更等によって親局や他の中継
局の電波を受信し、放送番組の継続的視聴を可能とする⼿段である。 
 「ＦＭ補完放送」は、中波放送（ＡＭ放送）の災害対応等、建築物による遮蔽や
電気雑⾳等対策、外国波による混信対策や地形的地理的な要因による難聴への対応
策として制度的に確⽴されており、「ＦＭ補完放送」に⽤いられるＦＭ補完中継局
（別表第２１号の６５（注）６⑴及び⑵に掲げる基幹放送局）は、ＡＭ放送事業者
において各地に置局されてきた経緯がある。また、令和 5 年以降は、ＡＭ中継局を
休⽌⼜は廃⽌する場合の放送確保のためにもＦＭ補完中継局を開設することが制
度的に認められたものである。 

ケーブルテレビやブロードバンドが全国的に普及し、無線以外の⼿段による放送
番組の伝送が可能となってきていることを踏まえた有線系の代替的視聴⼿段とし
て「有線⼀般放送（ケーブルテレビ）」「有線⼀般放送（ＩＰ⽅式）」「地域限定同時
配信」がある。 
 「有線⼀般放送（ケーブルテレビ）」は、いわゆるケーブルテレビであり、地上
テレビジョン放送の再放送を実施しているものである。 
 次に「有線⼀般放送（ＩＰ⽅式）」は、ＩＰマルチキャスト⽅式による有線⼀般
放送である。ＩＰマルチキャスト⽅式による有線⼀般放送について地上テレビジョ
ン放送の再放送を⾏う者は数少ないが、⻑年にわたって提供されてきた実績がある
ため、ケーブルテレビとともに視聴者にとって受容性がある役務提供による代替的
視聴⼿段として妥当なものであると考えられる。 
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 「地域限定同時配信」は、「第２章（７）地上テレビジョン放送を配信サービス
によって代替する場合について」で解説のとおり、「デジタル時代における放送制
度の在り⽅に関する検討会」の第３次取りまとめに沿って適切に提供されることを
前提とした配信サービスである。令和７年９⽉現在において具体的にサービス提供
されているものはないが、同取りまとめを踏まえて提供されるものであれば、受容
性が⾒込めるため、代替的視聴⼿段として妥当なものであると考えられる。 

（別表第２１号の６５に掲げる⼿段） 
⼀ テレビジョン放送関係 

⑴ 地上基幹放送の受信に係る技術的指導その他の必要な援助 
⑵ 有線⼀般放送（ケーブルテレビ） 
⑶ 有線⼀般放送（ＩＰ⽅式） 
⑷ 地域限定同時配信 

⼆ ラジオ放送関係 
ＦＭ補完放送 

㉑「別表第⼆⼗⼀号の六五に掲げる⼿段以外の⼿段（地上基幹放送事業者等がその
責任において提供できるものに限る。）を講ずる場合は、当該⼿段の具体的内容及
び当該⼿段を代替的視聴⼿段として提供する理由を記載」 

前述のとおり、中継局による基幹放送に代えて視聴者に提供される代替的視聴⼿
段は、地上基幹放送事業者の責任の下で安定的かつ継続的に提供される必要がある。
このため、別表から選択するのが基本となるが、各地域の放送事業者において検討
した結果、妥当と判断できる代替的視聴⼿段もあり得るものと考え、その採⽤は否
定されない。ただし、その場合でも「地上基幹放送事業者等がその責任において提
供できるものに限る。」としている。その趣旨は、視聴者が放送番組を視聴できな
くなる事態を避けるために、地上基幹放送事業者は、その責任において、それら役
務提供事業者との契約や協定の締結や資本関係等を通じて適切に代替提供⼿段を
確保⼜は管理する必要があるからである。すなわち、現に地上基幹放送事業者の放
送を放送⼜は配信している役務提供事業者であっても、当該役務提供事業者側の都
合によって⼀⽅的に放送⼜は配信を中⽌できるような類いのものは、妥当な代替的
視聴⼿段であるとは⾔えない。このため、本号によって代替的視聴⼿段として提供
するものの「具体的内容」と併せて「当該⼿段を代替的視聴⼿段として提供する理
由」として、安定的かつ継続的に提供できる理由を⽰す必要がある。 

㉒「対象地域ごとに講ずる代替的視聴⼿段が異なる場合は、当該対象地域ごとに対
応するものを記載」 

ある中継局が廃⽌される場合、その影響を受ける対象地域におけるケーブルテレ
ビやブロードバンドの整備状況のほか地形の影響により、提供可能な代替的視聴⼿
段が異なる場合が想定される。この場合、対象地域において視聴者が提供を受ける
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代替的視聴⼿段の予⾒可能性を⾼めるため、当該対象地域ごとに対応する代替的視
聴⼿段を記載することとする。 

㉓「⼀の対象地域に複数の代替的視聴⼿段を講ずる可能性がある場合には、それら
の代替的視聴⼿段を明らかにする」 

ある中継局が廃⽌される場合、その影響を受ける対象地域におけるケーブルテレ
ビやブロードバンドの整備状況のほか地形の影響により、提供可能な代替⼿段が異
なる場合が想定されるが、電界調査を並⾏して⾏っている場合や今後のブロードバ
ンド等の整備の計画がある場合、公表時点において画⼀的に決められない可能性が
あり得る。この場合、対象地域において受信者が提供を受ける代替的視聴⼿段の予
⾒可能性を⾼めるため、このような複数の代替的視聴⼿段がある地域では、それら
の代替的視聴⼿段をあらかじめ明らかにするものとする。 

㉔「当該中継地上基幹放送局を⽤いた基幹放送の⼀時的な休⽌」 

視聴者が時間的余裕をもって計画的に代替的視聴⼿段に移⾏するためには、視聴
者に中継局廃⽌を認識及び理解される必要がある。そのための⽅法の⼀つとして、
中継局の⼀時的な休⽌という⼿段もあり得るものである。例えば、テレビジョン放
送について、地上アナログ放送から地上デジタルテレビジョン放送に移⾏する際に
⾏われた「地上アナログ放送終了リハーサル」の⺠間放送事業者の停波は、⽐較的
短期間の中継局の⼀時的休⽌の例である。また、中継局を廃⽌する予定の時期を公
表した上で⾏われる「ＡＭ局の運⽤休⽌に係る特例措置」の適⽤を受けた中継局の
運⽤休⽌は⻑期的な中継局の休⽌に該当する。 
 いずれにせよ、地上基幹放送事業者の中継局による基幹放送が休⽌した場合には、
その影響は⼤きなものであるため、「その放送に係る中継地上基幹放送局をやむを
得ず廃⽌した場合の当該中継地上基幹放送局を⽤いた基幹放送を受信することが
できなくなる地域における影響等を把握し視聴継続措置を適切に講じられるよう
にするため」に実施されるものに限定されるべきである。また、実施に向けては、
問合せ等に係る窓⼝の設置及び体制の確保を含め⼗分な準備を⾏い、本号によって、
事前に公表・周知しておく必要がある。 
 なお、同⼀の中継局所に複数の地上基幹放送事業者がいる場合、当該中継局所か
ら放送する全ての地上基幹放送事業者が「⼀時的な休⽌」を⾏うのではなく、技術
的に可能なのであれば⼀部の地上基幹放送事業者による「告知放送」として当該中
継局所の放送について休⽌している旨や問合せ連絡先等について告知するという
対応も考えられる。 

㉕「⼆⼗四時間以内の休⽌を含む。」 

施⾏規則第８６条の２第２項においては、ＮＨＫの地上基幹放送の休⽌にあって
は１２時間、⺠間の地上基幹放送事業者の基幹放送の休⽌にあっては２４時間と定
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めており、これら時間を超える場合には、法第１１０条の２第１項に基づく基幹放
送の休⽌に係る公表の対象となっている。⼀⽅、施⾏規則第８６条の３第４項の休
⽌は、中継局を廃⽌する場合の視聴継続措置の⼀環として⾏われる放送の⼀時的な
休⽌となる。ここで「⼀時的な休⽌」とは、㉔のとおり２４時間を超えるものも⼊
る休⽌であるが、視聴継続措置として⾏われる休⽌である以上、休⽌する旨を事前
に公表し、問合せ連絡先にて適切にフォローしていくことが、スムーズな代替的視
聴⼿段による放送番組の視聴への移⾏につながっていくものと考えるため、休⽌の
時間の⻑短にかかわらず２４時間以内の休⽌であっても事前に公表する必要があ
ることを明確にしたものである。 

㉖「当該休⽌する年⽉⽇時及び時間（⼆⼗四時間を超える場合にあつては期間）」 

⼀時的な休⽌として、短期の休⽌だけではなく、２４時間を超える⻑期の休⽌、
更には「ＡＭ局の運⽤休⽌に係る特例措置」の適⽤を受けた上で⾏われる休⽌につ
いても視聴継続措置の⼀環として⾏われることはあり得るので、その場合には休⽌
に係る「時間」ではなく「期間」を公表することとしたものである。なお、施⾏規
則第８６条の２第４項において、中継局による放送の⻑期間の休⽌に係る公表を視
聴継続措置の⼀環として⾏う場合の調整規定を置いている。 
 なお、㉔で⾔及したような「告知放送」を⾏う場合についても、受信者が混乱し
ないよう、本号と同様に告知放送する年⽉⽇時及び時間（期間）を施⾏規則第８６
条の３第２項第９号の事項として公表すべきである。 

㉗「第⼆項各号に掲げる事項に変更を⽣じたときは、当該変更箇所を明⽰した上で、
遅滞なく、これを公表するものとする。」 

⑦及び⑧のとおり、施⾏規則第８６条の３第１項の公表については同条第２項第
３号〜第７号の事項の⾒込みの記載をもって可能とする以上、地上基幹放送事業者
はそれら⾒込みとしたそれぞれの事項について準備⼜は検討を進め、中継局を廃⽌
する⽇から⼗分な余裕をもって明確にした上で公表する必要がある。その際、変更
が⾏われたこと及び当該変更箇所を明⽰して分かりやすくする必要がある。 
 なお、施⾏規則第８６条の３第２項第３号〜第７号の事項を⾒込みとして公表し
た場合に限らず、同項各号の事項に変更を⽣じた場合には、受信者に影響があるた
め、それら変更についても変更箇所を明⽰した上で公表する必要がある。 

㉘「同⼀の場所に開設されている複数の地上基幹放送事業者等の中継地上基幹放送
局を廃⽌する場合における第⼀項の規定による公表は、当該複数の地上基幹放送
事業者等において調整し、⼀の公表で対応するなど、第⼆項第四号の対象者にと
つて分かりやすいものとなるように情報を整理して対応するものとする。」 

地上テレビジョン放送や超短波放送（ＦＭ放送）については、同⼀の場所に中継
局を設置、いわゆる共同建設している場合があり得る。本項の「同⼀の場所に開設
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されている複数の地上基幹放送事業者等の中継地上基幹放送局」は、共同建設によ
る中継局を意味し、共同建設による中継局について同時期にその複数が廃⽌となる
場合には、その中継局所からの基幹放送による放送番組の⼤半が⾒られないことに
なる。この場合、個別の事業者が当該廃⽌についてそれぞれ公表した場合は、受信
者はその廃⽌の影響を⼀括で知ることができないこととなる。受信者側の利便を考
えた場合、⼀つの公表内容を⾒れば、中継局の廃⽌及び視聴継続措置の実施内容を
把握できるようにしておくことが望ましいため、本項において極⼒⼀つの公表で対
応することを対応の⼀例として規定したものである。 
 なお、本項ではあくまでも「当該複数の地上基幹放送事業者等において調整し、
⼀の公表で対応するなど」と⼀例を⽰しているに過ぎず、このような対応⽅法に限
らず、地上基幹放送事業者の中継局の廃⽌の状況や検討の結果に応じて、分かりや
すい内容となっていれば、本項を満たすことになる。 
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第４章 法第１１０条の２第１項の公表と視聴継続措置に係る公表の関

係 

（１）法第１１０条の２第１項の公表 
〇 放送法 

（基幹放送の休⽌及び廃⽌に関する公表）  
第百⼗条の⼆ 基幹放送事業者（第百四⼗七条第⼀項に規定する有料放送事

業者を除く。）は、その基幹放送を休⽌し、⼜はその基幹放送の業務若しく
はその基幹放送局を廃⽌しようとするときは、総務省令で定めるところに
より、その旨を公表しなければならない。ただし、基幹放送を継続して休⽌
しようとする時間が⼆⼗四時間を超えない範囲内で総務省令で定める時間
以内である場合その他総務省令で定める場合は、この限りでない。  

２ 地上基幹放送の業務を⾏う基幹放送事業者は、当該基幹放送事業者⼜は
当該基幹放送事業者と第百⼗七条第⼀項に規定する放送局設備供給契約を
締結する基幹放送局提供事業者が第九⼗⼆条第⼆項の措置を講じようとす
るときは、総務省令で定めるところにより、当該措置の内容を公表しなけれ
ばならない。 

① 制度趣旨等 

法第１１０条の２第１項の公表（以下「休廃⽌公表」という。）では、基幹放送
事業者は、その基幹放送を休⽌し、⼜はその基幹放送の業務若しくはその基幹放送
局を廃⽌しようとするときは、その旨を公表することが義務付けられている。 
 この休廃⽌公表の義務の規律は、基幹放送の社会的役割（国⺠が⽇常⽣活や社会
⽣活を営むに当たり必要な情報を提供し、基本的情報の共有を促進すること等）に
鑑み、基幹放送の休廃⽌により受信者に不測の事態が⽣じないよう、受信者の利益
の保護の観点から、令和４年の放送法改正（電波法及び放送法の⼀部を改正する法
律（令和４年法律第６３号））により導⼊され、令和５年４⽉から施⾏されたもの
である。 
 なお、法⼜は電波法の規定により、基幹放送事業者の業務や放送局の承継等が⾏
われる場合は、当然に休廃⽌公表の対象となる「廃⽌」には該当しない。また、⼿
続都合上の理由により電波法の⼿続によって電波法第２２条の規定により廃⽌届
出が提出されたとしても、基幹放送事業者の業務内容と放送設備が実質的に承継さ
れ、そのまま基幹放送が継続する場合も、休廃⽌公表の対象となる「廃⽌」には該
当しない。 

② 法第１１０条の２第２項の視聴継続措置に係る公表との違い 

法第１１０条の２第２項の公表（以下「視聴継続措置公表」という。）と休廃⽌
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公表の主な違いは次のとおり。 

 休廃⽌公表（第１項） 視聴継続措置公表（第２項） 
対 象 の 放
送事業者 

地上放送・衛星放送の業務を
⾏う基幹放送事業者 

地上放送の業務を⾏う基幹放
送事業者 

対 象 放 送
局 

親局及び中継局 中継局 

公 表 す る
タ イ ミ ン
グ 

休廃⽌する年⽉⽇が決定し
ている場合に、休廃⽌する⽇
の前⽇から少なくとも９０
⽇前 
※ＮＨＫと放送⼤学学園は、原

則として１２時間以上の休⽌
をする場合⼜は廃⽌する場合
は、事前の認可が必要であり、
休廃⽌に係る公表は当該認可
後に⾏う必要がある。 

中継局を廃⽌することを念頭
に置いて法第９２条第２項の
視聴継続措置を講じようとす
る場合に、想定する最も早い
廃⽌予定期⽇から少なくとも
１年前 

公表⽅法 ・放送（データ放送を含む。） 
・インターネットその他の

できるだけ多くの多くの
公衆が知ることができる
⽅法 

・インターネット 
・その他適切な⽅法（任意） 

公 表 す る
事項 

・休廃⽌する旨 
・休廃⽌の対象となる放送

局名（中継局） 
・休廃⽌年⽉⽇ 

・施⾏規則第８６条の３第２
項各号 

①廃⽌する中継局の名称等の
基本情報、廃⽌時期 

②問合せの連絡先 
③対象地域・対象者 
④視聴継続措置の内容 
⑤代替的視聴⼿段の内容・利

⽤に係る情報 
⑥説明会の実施⽇時・場所、視

聴継続措置として中継局の
⼀時休⽌を⾏う場合の⽇時
等その他事項 

※上記のうち③④⑤は、⾒込
みで公表した場合は、それ
らについて準備⼜は検討を
⾏い、変更として公表 
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（２）省令条文解説（施行規則第８６条の２関係） 
〇 放送法施⾏規則 

（基幹放送の休⽌及び廃⽌に関する公表） 
第⼋⼗六条の⼆ 法第百⼗条の⼆第⼀項の規定による公表は、基幹放送事業

者が、その基幹放送を休⽌し、⼜はその基幹放送の業務若しくはその基幹放
送局を廃⽌する⽇（以下この項及び第四項において「休廃⽌⽇」という。）
の前⽇から起算して少なくとも九⼗⽇前から当該休廃⽌⽇の前⽇までの
間、その基幹放送に係る放送対象地域において、次の各号に掲げる⽅法によ
り継続して⾏うものとする。ただし、協会⼜は学園以外の基幹放送事業者に
あつては、休廃⽌⽇の前⽇から起算して九⼗⽇前から⾏うことができない
ことにつき、やむを得ない事情があると認められるときは、あらかじめ相当
な期間を置いて⾏うことをもつて⾜りる。 
⼀ 当該基幹放送事業者が当該休⽌⼜は廃⽌に係る基幹放送において⾏う

放送 
⼆ インターネットの利⽤その他のできるだけ多くの公衆が知ることがで

きる⽅法 
２ 法第百⼗条の⼆第⼀項ただし書の総務省令で定める時間は、次の各号に

掲げる基幹放送の休⽌ごとに、当該各号に定める時間とする。 
⼀ 協会⼜は学園の基幹放送（協会国際衛星放送を除く。）の休⽌ ⼗⼆時

間 
⼆ 協会国際衛星放送⼜は協会若しくは学園以外の基幹放送事業者の基幹

放送の休⽌ ⼆⼗四時間 
３ 法第百⼗条の⼆第⼀項ただし書の総務省令で定める場合は、次に掲げる

場合とする。 
⼀ 不可抗⼒により休⽌し、⼜は廃⽌する場合 
⼆ 法第⼋⼗六条第⼀項第⼆号⼜は第三号に該当する場合 
三 基幹放送に係る臨時⽬的放送を休⽌し、⼜は臨時⽬的放送の業務若し

くは臨時⽬的放送を⾏う基幹放送局を廃⽌しようとする場合 
四 基幹放送に係る試験放送を休⽌し、⼜は試験放送の業務若しくは試験

放送を⾏う基幹放送局を廃⽌しようとする場合 
４ 地上基幹放送の業務を⾏う基幹放送事業者が、次条第⼀項の規定により

休廃⽌⽇の前⽇から起算して九⼗⽇より前に次の各号に掲げる公表（同条
第五項の規定による公表を含む。）を⾏つている場合においては、当該各号
に定める公表を⾏つたものとみなす。 
⼀ 次条第⼆項第九号に掲げる事項として⾏われる同条第四項の休⽌に係

る年⽉⽇時及び期間の公表 第⼀項の基幹放送の休⽌に係る公表 
⼆ 次条第⼆項第⼆号の廃⽌する年⽉⽇の公表 第⼀項の基幹放送局の廃

⽌に係る公表 

① 第 1 項 



34 

休廃⽌の公表⽇（原則、休廃⽌⽇の前⽇から起算して少なくとも９０⽇前）及び
公表⽅法（放送（データ放送を含む。）及びインターネット等）を定めるものであ
る。 
 なお、ＮＨＫ及び放送⼤学学園は、その基幹放送について１２時間以上の休⽌を
する場合⼜は廃⽌する場合は、事前の認可が必要（法第８６条第１項⼜は第８９条
第１項）であり、休廃⽌に係る公表は当該認可後に⾏う必要がある。 

② 第２項 

法第１１０条の２第１項ただし書に基づき休廃⽌公表を要しない時間を定める
ものである。これにより、ＮＨＫ及び放送⼤学学園については、事前認可が必要と
なる時間以上の休⽌、⺠間放送事業者については２４時間を超える休⽌について、
休廃⽌公表を⾏うことになる。 

③ 第３項 

法第１１０条の２第１項ただし書に基づき第２項以外に休廃⽌公表を要しない
軽微な事項等を定めるものである。 

④ 第４項 

本項は、視聴継続措置公表を⾏った上で、法第１１０条の２第１項の休廃⽌公表
に該当する場合に、別途、法第１１０条の２第１項に基づく休廃⽌公表を⾏う必要
があるかについて疑義が⽣じ得るために設けた調整規定である。具体的には、視聴
継続措置の⼀環として⾏われる⻑期間の放送の休⽌を周知するための公表（第１号）
及び視聴継続措置公表の公表事項として中継局の廃⽌年⽉⽇を明確にする公表（第
２号）を休廃⽌⽇の９０⽇前より前に⾏った場合に休廃⽌公表も⾏ったものとみな
すものである。 
 なお、第１号において「期間」としているのは、施⾏規則第８６条の３第４項に
おいて休⽌する年⽉⽇時及び時間の記載を「⼆⼗四時間を超える場合にあつては期
間」としており、⺠間放送事業者が２４時間を超えて休⽌する場合は法第１１０条
の２第１項に基づく休廃⽌公表を⾏う必要が⽣ずるためである。 
 第２号では、視聴継続措置公表の公表事項として中継局の廃⽌年⽉⽇を明確にし
た場合に、休廃⽌公表も⾏ったものとみなすものである。この場合、施⾏規則第８
６条の３第１項の公表⽅法を「インターネットの利⽤その他適切な⽅法」としてい
るため、施⾏規則第８６条の２第１項第１号の「当該基幹放送事業者が当該休⽌⼜
は廃⽌に係る基幹放送において⾏う放送」による公表を⾏わないことになる。この
点、放送による休廃⽌の公表は、受信者に周知するための効果的な⼿段であること
は間違いないが、中継局ごとに放送内容を変えて放送することが技術的に困難であ
る場合に、中継局の休廃⽌に係る公表を放送という⼿段で義務付けられると、その
放送事業者の放送系全体で放送せざるを得なくなる。この場合、中継局の廃⽌と無



35 

関係な受信者が、⾃分が⾒ている放送が⾒られなくなると誤認してしまうなど、逆
効果となってしまうことが想定されることから、本項によって調整を図ったもので
ある。なお、中継局ごとに放送内容を変えて放送することが技術的に容易であるよ
うな場合は、中継局の休廃⽌について受信者に周知するための効果的な⼿段となり
得るため、「その他適切な⽅法」として実施することも可能である。 


